
政府に関わる政治家には 

無責任な発言は許されない 
  今回は政治家の発言について述べてみます。

野党の政治家は政権とは距離がありますから

「あるべき論」になりがちですが、与党の政治

家あるいは政府に入っている政治家となると、

そういうわけにはいきません。発言が行政に直

接的な影響を与えるからで、思い付きでしゃべ

ってしまうと、行政を混乱させてしまいます。 

  したがって、内閣府副大臣を務めている私も

公の場での発言には慎重にならざるを得ないの

です。去る３月 19 日、NPO 法人「シーズ」の

主宰するセミナーに招かれて「新しい公共」円

卓会議座長の金子郁容氏（慶應義塾大学教授）、

シーズ事務局長の松原明氏と共にパネラーを務

めたときもそうでした。 

  このセミナーは「『新しい公共』は NPO に何

を期待しているのか？」と題するものでしたが、

「新しい公共」というのは首相の発言がきっか

けになっています。すなわち、首相が「官だけ

でなく市民が参加することによって担う公共、

つまり『新しい公共』の中心的な担い手は NPO

である」と述べたことを受け、１月には政府の

「『新しい公共』円卓会議」が、２月には政府税

制調査会の「市民公益税制プロジェクトチーム」

がそれぞれ発足しました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

慎重な発言が求められる副大臣という地位 

  こうした中で開かれたのがこのセミナーです。

私は対談の席上、「今後の公益法人税制はどうな

るのですか」と具体的な政策の中身について意

見を聞かれました。会場にいらした１００人ほ

どの参加者の方々の中には、政治家としての踏

み込んだ発言を期待していた方もいらっしゃい

ましたが、私は今後の公益法人税制の具体的な

あり方には言及できませんでした。 

  これに対しては、進行役が「大島副大臣は慎

重にみえますが、昨年の税制改正でもわかるよ

うに、意見を聞いてくれて、きっちりやってく

れる方です。今では税制改正の結果、国税庁が

１カ月に１回地方に出向いて認定資格取得のた

めの相談会を開催してくれるようになりまし

 

児童ポルノ排除対策ワーキングチームの議長として、国民運動

の実施など総合的な対策を政府として検討・推進する。日本ユ
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た」とフォローしてくれたので、少し気は楽に

なったのですが‥‥。 

  進行役の発言での「昨年の税制改正」につい

ては、そこでＮＰＯ法人税制が大きな進展を見

たことを指しています。従来、税制優遇を受け

られる認定ＮＰＯ法人になるには山のような審

査書類の提出が求められ、受付窓口も全国７カ

所の税務局に限定されていました。昨年 12 月

の税制改正で、審査書類の数を３分の１程度ま

で減らし、税務当局が各県を巡回しながら相談

業務に当たるように変えたので、ＮＰＯ法人の

負担がぐんと軽減されました。今、それがＮＰ

Ｏ法人の諸団体からも高く評価されています。 

   

政治家の使命は結果を出すことにある 

  政治家には目に見える結果をきちんと出して

いくことが大事です。逆に、結果が出ていない

のに大言壮語することはできません。今、私は

政府に入っているのですから、なおさら発言に

は重い責任が伴います。 

  発言が慎重になるもう一つの理由は、私が副

大臣といういわば中間管理職的地位にあるから

です。その省庁の方針を打ち出すのはトップの

大臣であって、副大臣の仕事は大臣の意向に沿

って役所を動かし政府内での意見調整を行うこ

となのです。セミナーに出席しても政府で決ま

ったこと、あるいは、大臣の発言の範囲内でし

か述べることができないと考えています。勿論、

大臣との打ち合わせでは、私の意見の多くが取

り入れられるのですが。 

 地元では時々、｢テレビに出ませんね｣とか「も

っとマスコミに顔を出すようにしたほうがいい

よ」と言われます。実際、民放のワイドショー

などから出演依頼が舞い込むことも無いわけで

はありません。しかし、上記と同じ理由から、

職務上の仕事として政府や党から指示があった

場合を除いて、私は出演を控えています。 

  今回のセミナーは、ＮＰＯ法人制度について

ご意見を伺うなどお世話になっている団体から

の要請でもあり、個人的に出席したのでした。

それでも政府の一員という立場には変わりがあ

りませんから、慎重な発言をせざるを得ません

でした。 

  ここで改めて政治家の公式発言を考えると、

大きく２つに分かれると思います。１つは議事

録に載る国会での発言です。特に大臣の国会で

の発言は法律に準じるとされ、政府内では非常

に重く受け止められます。そのため、役所のほ

うも大臣の国会発言に沿って政策を変えていく

ことが少なくありません。 

  もう１つはテレビや新聞などのマスコミでの

発言です。もちろんマスコミでの発言に役所は

従わなくてもいいのですが、マスコミの背後に

は主権者たる国民がいるわけで、その発言は国

会以上の影響力を持つ場合があります。 

  いずれにせよ、政府に関わっている政治家は

特に公式発言では慎重でなくてはなりません。

ただし熟練した政治家となると、マスコミで思

い切った発言をして、それに対する世論の反応

を見ながら政策的な落としどころを探るという

手法を取る場合もあります。 

   

役所のレベルを上げるのも政治家の役目 

  私の職務においてマスコミと恒常的に接して

いるのが週１回の消費者庁の記者会見ですが、

ここでの発言でも、私は基本的に役所が対応で

きる範囲かどうかを見極めるように心がけてい

ます。私が踏み込んだ発言しても結果的に役所

が対応できないこともあるからです。とはいえ、

この点がとても難しいのですが、役所の実力を

高めていくためには役所のできる範囲内のこと

だけ発言していても不十分だと思うのです。 

  言い換えれば、「やります」と言って結果的に

できないと国民を裏切ることになりますが、か

といって、いつも無難な線でまとめていると今

度は役所に緊張感がなくなってしまうという恐

れがあります。当然、役所のレベルは上がって

いきませんから、私は記者会見では一歩踏み込

んだ発言を心掛け、役所に高めの課題設定をす

ることで、私自身にも課題を課しているのです。 


